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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で小幅に下落しました。
1月の米雇用統計を受け、米連邦準備制度理事会（FRB）の早期利上げ停止
観測が後退するなか、先週発表された1月の米消費者物価指数（CPI）や米生
産者物価指数（PPI）の伸びが市場予想を上回ったことから、インフレの高止
まりが意識され、米金融引き締めの長期化観測を嫌気する売りが優勢となり
ました。一方、日米金利差拡大により外国為替市場で円安米ドル高が進行し
ており、輸出採算が改善するとの期待から自動車などの輸出関連株を中心に
買われ、上昇する場面もありました。
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で横ばいとなりました。
1月の米CPIでインフレの鈍化が示されるとの期待から、週初は金利上昇時
に割高感が意識されやすいハイテク株を中心に買われました。1月の米CPIや
米PPIが市場予想を上回ったことから、インフレの高止まりとFRBによる早期
の利上げ停止観測が後退すると、週末にかけて売りが優勢となり、週間では
前週末比で横ばいとなりました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりましました。
新総裁のもとでの日銀の政策修正への思惑がくすぶる中、前週末に米長期金
利が上昇したことを受け、週初は上昇しました。一方、日銀は5年物の共通
担保資金供給オペや連続指値オペの実施により、長期金利の上昇を抑えてお
り、週を通じて日銀が許容する長期金利の変動幅の上限である+0.5％近辺で
の推移となりました。

5）今週の見通しについて
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高となりました。
1月の米CPIの伸びが市場予想以上に上昇したことや、1月の米小売売上高が
市場予想を大幅に上回ったことを受け、FRBが金融引き締めを継続するとの観
測が強まり、日米金利差拡大を意識した円売り米ドル買いが進みました。

1月の米雇用統計に続き、1月の米小売売上高が市場予想を大幅に上回るなど、
米経済の堅調さを示す米経済指標の発表が続き、FRB高官のタカ派（金融引き
締め推進派）的な発言が相次いでいます。
14日（火）に米労働省が発表した1月のCPIは前年同月比+6.4％と2022年12
月（同+6.5％）から低下したものの、市場予想（同+6.2％）を上回りました。
FRBの目標を大きく上回るインフレ率などを背景に、パウエルFRB議長は2月の
米連邦公開市場委員会（FOMC）後の記者会見で「インフレを抑制するには、
継続的な利上げが適切」と発言しているほか、足もとでは一部のFRB高官から、
3月のFOMCで0.5％の利上げを支持する姿勢が示されてています。
今週は22日（水）に1月FOMCの議事要旨が公開されることから、週央までは
様子見ムードが高まりそうです。FRB高官の発言から、議事要旨はタカ派的な
内容となることが予想されますが、市場の予想ほどタカ派的な内容ではないと
受け止められれば、FRBの金融引き締め姿勢が緩和するとの期待から株式市場
は上昇する可能性もありそうです。なお、24 日（金）の衆議院議院運営委員会
の理事会で行われる、日銀新総裁候補、植田和男氏の所信聴取にも注目が集ま
りそうです。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号
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